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ブ u ードバンド時代における郎市全 IIIJ をどう佳設ーするかは、 21111:紀の 111~がかかえる長大の問題である。
まず、 211世紀の都市空間は産業が集W-4-る産業別fi!iitTから、{古制iがntぴ;とうm報者lir~j t.:変わったことを必泌
する必1裂があるごそして、将米の告1;rliのピジョシを話LfTい、それを JHiする必~ーがある乞本稿では初;首i シ
ステムを構築するためには、ピジヨシが必要であるニとを主張している a将来の都市のビジョンに盛 i)込む
べきと忠われるものは、その重安性からレうと I社会的責任JとI尚1，j・f(性Jであると考える cr社会的氏
f:Jに悶しては、都市の基盤となる公的なサービスを提供する法人当;における情報システムは国民共通のH
会:tf践であると4g-え、利益優先でなく公共の一翼.を担うことが組織の社会的!'t任であると考える必要があるc
H会公共性の声弘、情報システムにおいては、その安全性に対するiN1不足がトラブルを引き起よし、企業等
の({税を危うくする!よか1)iか社会的此 lr: ~'iL的責任を問われるよとになりかねないからである。このことか
ら、よれまでのような情wシステムのfiH州tゃ安全性を:tft保する位保から、 -!t踏み込んだ情報システムの
社会的立任を拘保する監査が;1とめられる。「高信頼性J:こ関しては、デジタル(iIJ造都市の未来環境について
ぷしかえる共通のプラットフ寸ームをつくる必 g要があるでまた、ニの，;ft，泌を進めていくためには、「高信頼
性を zえる要素技術」につ~ ，て研究する必要がある=
説的:の花々の屑住間はあくまで、 20111:紀の産業都市型のものであるのぞれをどのように変えるかは、 J~ 々
がどのような居住空間に住みたレかのIlll~であると多様な検討と研究が III';~I， {λ!とめられてレるち
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[Abstract] 
Thc huilding of u均四spacc只Ihaladapl 10 Ihis agc of broadband is onc of Ihc mosl吋gnitical1lchallcnges for Japan in 
Ihc 21、tccntUf)・Th.:lirsl point Ihat needs to hc made is th川 urhanspaces in thc 21st CCl1luf)' are no longer reprc叫 ntcd
hy induqrial cities which scrycお IlIb，lt・inJu-、tric，.but mlher by informalion dtiれ inwhich information tra\'el~ frorn 
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。neplace to ano!her al light speed. 
This paper argucs !ha! building an informalion cily system rcquircs a、'j.，ionand substancc thm cnsun:s山cvi，ion_ 
From lhピ perspccli 、 c~ of“social rc~ponsibility". corporalion討andolher org:lIlizations which offcr public ser、心:c、that
form urban infraぉtruclurcsneed to bc a、，varcthal il is Ihcir只ocialrcsponsibilily to conlriblltc to thc Pllblic good. ralher 
!han in pur，ui! 01' Ihcir own intcrcs!s. ha，ed on Ihc lIndcrslanding lha! thcir inforrnation syslems品resocial asscいIhalare 
SlIppO将 u!O benelil al cI!izen，. This is becall誌ea lack of seじlIrI!)'IlCaSlIres in highly 気配iallypllblic infom1alill1 sys-
ICIllおじancallSc problellls thal will rc叫Iltnot llnly in the survival 01' Ihesc organilalilln呂bcingpll at risk， bll al50 in 
!heir heing held socially andlor legally respol1 ~iblc. This means thal Ihc pu叩lSCof thc auuil lr川 infomla!ionη'stem
should no longer be only !o ensure thc reliabilily川Idsafcl.y 01' thc systcm. hu! ralhcr al50 to cn刈Ire!hc social rc持戸口当1-
bility 01' the inform川ionsys!em. In orucr!o furlhcr this discu州 ion，we also nccd 10 considcr clclI1cn!al technologics !ha! 
support "high rcliahililyプAsregards“high relial、ility"止l】dIcarning opp口rtunilics.wc nccd to develop cOllllllon plat-
forms !ha! allow lIS !o discuss fu!ure cnvironmenls for digi!al crcali、'ecitic丸 In¥'ha! direc!ion we ，汀'emo、'ingis a mat-
ler of wha! residen!ial cnvironmel1! wc wan! to live in. Wc nccd to diばlS.1Id share vision対日ffuture citie-. Such 
visiolls対hOllldincorporate、。じialrcぉponsihilit)'."and“high I'cli，lhility，" whkh arc al very illlpnrtanl factol百.
Howcver. our residcntial environmcnt at the Il11lll1Cl1t is雪tilnlthil1g other Ihal1 al1 indllstrial cily model frol1 !hc 20th 
centllη. TocarηOUI rc、.icwsand rescarch from 11<11)' diff~rent 刷出les is an urgcl1ll1ccessity. 
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しはじめに
r.J;市を研究するhi去には多くのJh去があるけひとつドは住築やデザイン、都市景在Jlなど都市の造形的特徴
を扱うもの、次1':'ま郁市を成立させるための政策や巡営Jfi去に注目するJJiLなどがある。ニれ仁村して本稿
でほ、都市空間を多くの住民と常・和jを目的とした企業、非常利団体、官公庁や社団法人など{以下、企業等
法人という)のiM住した、政治・経済・立;化の中心をなす大きなまちの全体ととらえるむそして、部市を、
企業等法人の組織発展のダイアグラムとしてとらえ、企業等法人のキrl~;\Wf.ìû:の変化や組織を支援する i'j'f報シ
ステム筏術の進歩の成果、住民の価値観等がストックされた 1つのシステムとしてとらえる。つまり、ここ
では「都市システムjを、企業等法人の組織構造の変化や技術の発展および住民の価似観等の変化とともに
変化する構造と見ることにする。
rr.r.市システムJと企業等法人との間には、 'ktl長な関係がある c 者1¥Jliシステムが1)託業の受け皿いなり企業
等が成長すればそれにより、地域は付加価1f(をJ引責することができる。食業等法人での情報システムの利用
が普及し、企業等法人が競争優位を得るよとにより音1;市は税収やその波及幼果等により財政が潤~"咲かな
都rli'づくりにチti:を割り当てることが可能になる。他方、 I情報システムjは人々によりよい創造的J畏境を
提供してくれる。情報システムの通信サービス機能によって、情報はふんだんに提供され創造的活動材料を
提供してくれ、さらには、創造的な活動を行う人々のコミュニケーションを促進させる。
しかし、最近の前線システムのシステム 1:料呼や誤入力による社会的iM ，~Lは、安心して暮らせる豊かな「都
市システム」とは厳れている。どうやったら'氏心した社会を実現するよとができるのか、 211止紀の都市シス
テムへ埋め込む軽量能と要素をもういちど考える必要がある ζl
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H.情報都市の展望
1 .情報都市と情報システム
戦後のu1"では、 iliJ劫メカニズムをいカに導入して産業化を舵進するかといった川組立減が議論の i:itを
なしていた。しかし、 t円相iシステムが営利を目的とした株式会社は勿論のニと公益法人や'f.公庁、非営利i去
人にまで設位される状況になるにつれ、情報都市の空間をどのように捉えればよいのか、情報化社会の進展
が都市のありん・にどのような影響を及lますであろうかが重要な社会的テーマとなってきた。ひとつの見方は、
情報化が進脱した郎市システムを、情報システムで構成された都市と捉え、現在実JIJ化されている多くのコ
シピュータはプログラム内蔵型のノイマン型アーキテクチャであるニとから、予めiためられたニとしかしな
い装置が張り巡らされた「リスクを内臓した文明のメカニズムJ(ヴォルフガシグ・リップ [2002])と見な
す見方がある。つまり、情報システムの巨大なアプリケーシヨシ・ソフトウェアのパグ:j、完全にはなくす
ζ となどできないため、都市をリスクを内包するシステムと見るのである。そのことは、((大な技術装慣を
改昔ー する4とによって、リスクluj避としゐう意味での安全件ーを確保できるだろうなどと則f与するよとはできな
いと考え、高信頼化lニiJ:立を喚起することが、今日、重要であると主張するのである 1'。
(201世紀の都di) (211ft紀の都市)
産業市irli 的報都市
1-ーーーーーー 11-ーーーーー l
l ・戸従業化推進 1 ・M報化進展 l 
-ー:T:-ー:f:-
・司iJ易メカニズム γ .コンビュータ
¥・経消性 ./¥・心i信頼性
図 1: 20世紀の都市と21世紀の都市
こよ二で、「都市システム」と「情報システム」との関
係を整理しておく，ここでは rm;市システムJを、「企
業等法人の組織構造の変化や技術の発展および住民の価
値観等の変化とともに、変化するt/lfJilJと見る。この考
えは、者E市は住民がつくるものであるという考えがベー
スにある。
次に、「情報システムJとは r'1'[ fji虚f百年総およびコ
ンピュータなどを用いて多くの1'，'itftを杉.rl・計算処J堕し
て分類し、必要な情報を得るシステムjをいう。ヰJfに、
主として企業等法人や住民等に情報提供のサービスをす
る機能を有するコンピュータシステムを「公的情報シス
テム」ということにする。具体的には、金融情報システ
ム、医療情報システム、地方自治体情報サーピスシステムなどである。特に、地方自治体情報サービスシス
テムに閲しては、 IU向治省は「地方自治体における地域情報化の推進に関する指針Jなどを公表し、地域情
報化計画jの策定を支援してきたのこのような白治体での情報システムでは、トラブルが絞くと住民は公的情
報システムを介してのサーピスを受ける気さえ失せる。まして、住民基本台帳ネットワークのような章，要な
データを保管している公的情報システムでは、住民のニーズや声をたえず調査して、ネットワークが安定的
に運営されるミとが if('~である。
本稿のテーマである「尚信頼情報都巾]とは、マイケル・ベネデイクト [1991]がお，:.1: rCyberspacc: First 
StepsJで表わした、ネットワークを介在した電子メディア上の都市である rCybcrspacc Jとは異なる。ここ
でいう fil苦情頼制緩郎djJとは、実体ある都市のニとであり、「コンピュータのシステム隊持やネットワー
ク・トラブルの少ない"'，'i鰍システムまたは、システム不備やセキュリテイ付策のl'危出1"1ーから'1=.じたトラブル
が発lf.したとき、サーピス機能を縮小したり通信速度を落としたりしてサーピスを縦杭させる機能を持つ信
頼性の高い情報システムで情成された都市jをし寸。
情報都市t.:i;jして柏村t社会および情報化社会という言葉カlある。情報社会を.lfj1米三[1985]は、 fコン
ピュータを rll ，(.、とする I~!:jJ宣な情報通信JL盤により実現される臼的達成の欲求を満たす十|会Jとした。この文
脈l二従えば、「同信頼m村山ri市Jとは、情報通信法盤{立高信頼なもので、かつ、無線通いなどが張り巡らさ
れているため、いつでも、どニでも情報にアクセスできる都市環境になるため、 IJ的達成の欲求を即座に満
たす都市ということになる。このような都市では、住民は情報サーピスを継続して受けることで情報の価値
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が高まり、その収集・処埋技術・システム障害対策技術が発達して、人々の活動t.:縦続して大きな影響を与
え、人々の欲求を満たす4とができる。「高信頼化の欲求という住民の印lifII~制が、自Ilï!iのm純ij樋信基盤の高
信頼化とIiH;ltl:の出~¥柏村iシステムという環境への変化を促した首1;l(TJといえる。
2.情報都市ビジョン
Jえ々は、将米への者1;r!iビジョンに様 IJ込むべきと忠われるものを議論する必要がある。産業行1I市14おける
ピジョンには、「産業振興Jr産業集積のための政策Jr競争優位性」などが織り込まれたD よれに ~.j し、将
来の柿報者I;i!fについていえば、ピジョンに盛り込むべきと思われるものいは、その昨変性からいうと例えば、
「社会的責任Jと「高信頼性jがあると考える。しかしビジョンは、実質的合苅!悦を備えていなければ安定
しえないため、それらの'J~質がどこからくみとられるカについて探究する必裂がある。
「実質Jとは、そのものが実際に備えている性質や内存をいい、ここではピジョンを支えるまたはピジョ
シを実現させるための!日本的内千五をL吋 c 同1:都
市政策を推進する我が1¥1の行政機関は、「ピジョ
シjと「実質的なものjの内容を、広く住民に公
開するとともに、説19Ji'W:を負うと考える."。
さらに、価値あるfliHの憐築に向けて必要とな
る研究のあり方についての険討を加j宝する必要カ:
ン ;閉回 l
告i 都 ??
‘一一一一一
')~質的なもの ある。・情報部r!ji史目白プログラムをとりまとめるの
である。こニでは、'長女.~J'I':I: とある(JJf究のための場づ
くり制度を告1)'I~_ し、{リf允Il1He~役目白の十l:を一般に明
示するよとが求められるであろう。図2:ビジョンと実質的なもの
3.情報部市と社会的責任
戦後のr1 -1~企業は、本来行政が提供すべき福祉の、かなりの部分を 111 代わりしてきた。 11 本企業は応用技
術の開発と~.う点で大きな成果を上げたが、この高い技術開発}J と日本の企業問システムは、長期l雇用や日
本の経済発展に大きく貢献した。しかし現夜、「小さな政府Jに向かう行政と「続'貯水新Jを志向する企業
とのはざまで、公共サービスの空洞化が進んでいる310
小林陽太郎 [2005]，ム「今後必妥とされる公共とは{可か、それを識がどうやって判っていくか、従米と
は返った新たな公共を打ち立てるよとが、我々の課題となってし・るJと述べて"、る。技々が社会に対して何
ができるかを与-えるニとは、企業等法人の存在意義を改めて見直す一家となる。例えば、 fli市における情報
システムを健全な社会環境の中のパーツとして考えていくべきだ、とし寸議諭がある.'。都市の法盤となる
公的機関の怖純iシステムは、ドl民共通の社会資産であると考えるのである。公的なサービスを提供する企業
では、利益優先でなく公共の一翼を判うミとが企業の社会的責任であり、そのような企業は郡山・の一員とし
て高信頼化組織を'1:-みw.していく必要があるとLぺ主張である。では、現代の'Ii'判i化が進民した社会でほ、
どのような社会的安請に応えるのがよいのであろうかc企業等法人の l~iゐ怠分貯を ~I~かした環境対応の事業や、
省エネルギー技術などが考-えられるが、それらの事業を支え、顧客にサービスをJt供する自社の情報システ
ムの脆弱性に対処するニとが、基本的な社会的責任として果たすべきことであると貯える。まして、情報通
信ネットワークを使って詐欺・悪質商法まがいのニとを事業として付むことなと'は愉外である。
例えi;r_ 1'~1:1 はサイバー犯罪に関する住民からのHI談件数を示している。インターネット・オークショシ
に関する十11談は依然として減っていなく、ギ成14年からは詐欺・悪質 I~iji去に問する相談が急増している。こ
れらの制談を解決するために、企業等法人は自社の伎術を活用して防犯のためのソリューションに|刻する研
究開発を4ft進させ社会的な責任を来たす必要があると認識すべきである。地球環岐に配慮した環境経営を行
うのと同線l二、社会が抱えるサイバー犯罪のような課題の解決に貢献するとともに、人々の存らしをより豊
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図3:サイバー犯罪に関する相談
出典:(社)コンビュー ヲソフトウエア符n.権協会
fデジタJf.，時代の著作総1正礎品川U.2005 
かいする的動を支援すべきであるピミれら
「社会が抱えるサイバー犯罪のような課国の
解決の!日本的・H業活動支援策Jが、 r.)ミ質的
なものjの例であり、これらが情報化社会(.:
おける、瓜代の企業等法人の社会的責任であ
ると号える。
211ft紀の前線都市における社会的責任に係
る I実質的なものJの、もうひとつの事例を
あげる。東京証券取引所では全銘柄の株式光
買が2仰51'.1Jに停止した。従来の証券取づ|
所では、 '1:会j坊に集まった証券マンらの予を
介するう'ei'(が行われていたが、コンピュータ
で行われる売nシステムカ、導入され始めたた
め、立会場が閉鎖された。現在の株式売口を
支えるソフトヴェアは械めて複雑で、このよ
うな巨大な応1ソフトウエアを開発するため
には、 j.j処を求められるであろう様々な'Ji.態
を証券取引所などの使う側が考え、ソフト1'
1蕊符官llJ に !~;Jとしないといけな L 、。要求tI:係 1i:
いは“ニういうI易合には、一二うする"ということを記述すると同時に、"ょうでなL寸%合には、どうするか"
いついても記述する必要がある。必定の'1'には、この「ニうでない場介|や、「極まれにしか起ミらないこ
とjも含まれていないといけないが、すべてを想定したソフトをつくるのは不可能に近L、想定を盛り込み
過ぎるとステップ数が大量に噌え、コストも膨らむc システムが彼維になれ(まなるほど、全てをテストする
ニとは不可能にili:く、ニうしてつくられたソフトウェアを介して、テ'ジタル化された情報!土生成される。そ
れはネットワークを介して伝達されてコンビュータや{警報機器で利1:され、ファイルされる。よれらの情織
改データベース化されるニとで、キーワードやさまざまな条件での検索が可能になる。検索した情報を活1
して修正・変更を行って、新しい伯械をつく 1)ilすよとも簡単にできる。よれが今日のデジタル化された情
報都市を支える、社会環境なのである。コンビュータの処理迷!主は飛跡的に高速化きれたが、依然として予
め決められたことを、忠実に実行する機械で構築された環境にいる 310
J二のような特徴を持つ情報システムを健全なものにするためには、プログラムをつくる人間側のミスを少
なくする必要がある。言い換えれ1.1'、人間のミスは完全仁はなくならないとめ、「システム障害は必ず起き
ると考え、障害が起きることを前提に、リスクの低減法やシステム i笥~ I~:が起きたときの対応を研究し健全な
情報社会を築くことJが現代の企業等法人の社会的責任であると考えるつ
m.情報都市と信頼性
今後、情報部;市の信頼性はどのように進んで~ .くかの議論を進めていくためには、 ri*i信頼情報都市jを
支える要素技術についてliJf"先する二とが1[(安である。その前に、技々 の'ti{i[立、そもそも情報がネットワー
ク'".で頻繁に飛び交う生活環境になるのだろうか、我々の都市は情報郁diに近づ¥，>ているのかを簡単に慨叫
する。
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1 .近づく情報都市
( 1)電子政府・電子自治体
我が同では2001年 1 月にe-Jap川 ii聡略としてIT基本i去の jIJIJ定、 IT峨附*Itl;の設定を柱とするインフラ鞍I~iì 、
集盤整備が計画され、これは2003年7)JのかJapan戦時日へと引きijWがれた。 c-Japan戦略EではIT利ilI[) 
重視の先導的7分野を定め、 ITI圭|家到達への重点施策を明確化し、世界最先端のIT国家への課題の克服に
挑戦する ζ ととなった。重点施策には「電子政府・電子自治体の批准」が含まれており、ワンストップ・
サービスの整備、電子自治体を支える人材脊成等の11の施策が般進されている。ワンストヅプ・サービス
の墜備は、具体的には行政ポータルサイトの整備、政府調達の電子化などであり、住民サーピスに閲して
は自宅から住民票を請求できる、パスポートの更新依頼が可能になるなど直接、住民が亨受できるサービ
ス内容が含まれている。このワンストップ・サーとfスを提供する1'!'i鰍システムに高信頼性が要求されるよ
とは、いうまでもなLミ。
(2) IT規制改革の推進
e-Japan n戦略の重点施策にIT縦制改革の推進がある。具体的いは、 c-文書法案の制定、総会議決械fif史
の電子化、電子的手段による債権譲渡の推進、 EDINETI':よる有価証券報告書開示制度の稼動などである。
特に3次にわたる商法改正により、会社関係書類の電子化および1;¥.業報告書や有価証券報白書等が、イン
ターネット等を利用して閲覧できる環境が整備された。また、金)'l株の解禁、単元株制度の創設、除額株
式の改正や株式を取締役会決議で分割できるように改正した。ニれらにより、個人投資家による抹式の取
得が容易になり個人投資家が精えたよとで、電子的手段による株光i'iの取引教を激増させたc この結果と
して、インターネット等のネットワークを介した多くの小口取引が行われるようになり、これを支える情
報システムのキャパシティ問題が発生した。
(3)コンテシツ政策の推進
e-Learningの推進、コンテンツ IJ利川の促進、コンテンツ1防護などのコンテンツ政策の般進は、住民に
大きな影響を及ぼしている。官・楽・映像配信やインターネットTVに代表される放送・通信の融合をもた
らし、機帯電話のキー・デバイス化を促進させている。特に、機f!?1包括は交通機関の電子定期jや金継機関
の電子マネーなどと連携され、多くの機能が組み込まれてきている。携帯電話に組み込まれるソフトウェ
アのステップ教は数百万行にも膨れ上がり、実行モジュールサイズは数十メガバイトになっている 6，。
また、ピジネスの世界では、地球全体で事業を取り上げ同一時によれを検討するようになってきている。
例え11、日本からの中国、東南アジア等へのソフトウェアの発it金額は平成14年には約200億円であった
ものが、平成16年には約520t!l.PJに激地している 710
このように、我々の住む都市は、 'I'~í械がネットワーク上で頻繁に II~ぴ交う情報者1$市仁確実に近づいてい
るといえる。
2.高信頼情報都市の要素技術
J支が同における情報都市システムの研究には多くのものがあるが、ここでは、デジタル情報化が進んだ先
にある高信頼情報都市システムの姿のイメージと、高信頼な情報システムの将来展望がつかめそうないくつ
かの研究を紹介する。実は、この問題について大きなヒントとなりうる実験が開飴されている。
(1)電子文書証明技術
電子文書におけるその証拠性を健保するために之、電子署名だけでは長期間にわたる証拠性としては不
十分であり、ぞれを補完するものが必要になる。これに対して、タイムスタンプの実証実験がタイムピジ
ネス推進協議会などで進められており、すでに実運用の段階にきている。これを都市システムの要素とし
て組み入れることにより、都市システムは、高信傾なものになる。 'il1T箸名とタイムスタンプを併Iする
ζ とにより、電子文書の信頼性は噌し、安心して電子文書による取引ができるようになる。この電r文舎
証明技術は、電子保存の場面で効果を発揮する。税法において、所将悦務署長の承認を得て、決算書類や
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会計帳簿等の電子保存が認められ、保存ス
ペースの大幅な縮小が可能となる。
(2)個人認証技術
個人認証技術は、安会性に優れた偽造し
にくし・生体情報などによる個人認証、ヒュ
ーマン・クリプト認証、映像モニタリング
の高機能化技術等が高信頼化にとって重要
な技術となる。また、個人情報が含まれた
膨大なデータベースから共通の相関ルール
を発見する分散データマイニングにおいて
も、プライパシ一保護が必要である。企業
同士が協力してパターンを抽出するために
は、自社の保有する情報を提出する必要が
あるが、個人情報を知られるニとなく情報
を提供してデータマイニングを行い、結果
のみを共布できる分散データマイニングの
アルゴリズムが、高信頼情報都市を支える
要素肢体7のひとつとなる。
(3)人間アシス卜技術
_-個圃 ・-
.〆〆 | 高信頼な情報部市|、、
iG…WiV 、!
\\，..~三Dff
I 電子文書証明技術
個人認証技術
人間アシストJ主術
人為ミスを検知する安全システム技術
ネγ トワーク・セキュリティ技術
サイバーテロ対策
システムエンジニアリング
コンビュータ・アーキテクチャ
1-ーーーーーーーーーーーーーーー」
図4:高信頼な情報都市空間
人間アシスト技術では、自然に人間の思考や行動をアシストできる状況・環境適応型インタフェースの
開発や、情報バリアフリーに向けた人に優しい次世代インタフェースの開発が高信頼化に貢献する。特に、
ICタグなどRFID(Radio Frcqucncy Idcntification)を利用したり、無線ネットワーク同士の通信が増えると
忠われるが、センシング情報から状況を認識し、人が気付かないうちにセキュリティを維持しながら段通
な情報を提供するための技術や、アクセスの多様化に対応したセキュリテイ技術の開発は、高信頼性に貢
献する重要な要素技術となる。
(4) ネットワーク・セキュリティt!t体f
高信頼情報者1市においては、公共的分野における情報システムの評価・検証と改善、運用管理の適切な
実施は重要である。ネットワーク・セキュリティのこれまでの研究対象は、 L、かに機密情報をプロテクト
するかが主なテーマであり、そのためには多少の使いにくさが犠牧になってもかまわない、あるいは、使
いんーを制限するものになっていた 1 しかし、セキュリティ機能と使いやすきの機能は本来、対僻するもの
ではない。これからは、利刑者が気付かないうちにセキュリティが確保されているようなシステム、消費
者の使い勝手の機能が劣化しない工夫、使いやすきを保持したままでのセキュリティ技術の研究開発を加
速すべきである。
そのためには、 Webコンテンツの一部を取出し機能連携のためのスロットを定義可能にすること、及び、
Webアプリケーションのインタオペラピリティを確保するためのネットワーク・セキュリティ方式を開発
し標準化することが鍵となる。利用者の利便性を確保したままでのセキュリティ技術の向上は、我が国の
産業界に大きな価値をもたらす。
(5)人為ミスを検知する安全システム技術
安全・安心な都市システムを構築するためには、人為ミスを自動的に検知する技術を中心とした安全シ
ステムの研究開発を促進する必要がある。例えば、通信経路の自動検食やオペレーション管尽.技術、暗号
などの脆弱性への事後処理技術など、人為ミスや危僚を自動検知する都市システムの研究や、人間のつく
ったプログラムに論理ミスがないかをチェ yクするソフトウェア、人聞が設定した通信機器のつなぎに間
違いがないかをみて、ミスがあればそれを指摘してくれるソフトウェアなどの研究が重要である。これら
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は、事前に人閣の ξスを自動検知し、修正しようというものである。
(6)サイバーテロ対策
情報化の進展は、便利で快適な生活を支える社会を実現する一方で、サイバー犯罪、リスクを培大させ
る己都市システムを安心・安全なものにするための吋・イパーテロ対策、プライパシーや個人情報の保護が
課題となるに特に、サーバーテロカ:ネットワーク全体の障害を引き起こす可能性がある。サイバーテロに
より情報通信基盤に支障が生じると、これにj針路する個別のネットワークに連鎖的反応を引き起こし、現
実の世界での脅威になりかねなL、
(7)システムエンジニアリング
信頼性の高い情報システムを構築するためには‘システムトラブルやシステム要求変更に5郎、柔軟な構
造を十寺つシステムにする必要がある。 tjq.J量化プログラとングf支i村を利用し、システムを構造化しておくこ
とか必要であるで変化の激しし千士会においては、~・求fl:様は変わるものと考え、 f:l:係変更に対して L竹'1二
迅速に信頼性を保持したままで対処できるかをシステム設計の段階からJ5-};直しておくことを支援するツー
ルカ主必要である。現在、設が国の金融機関のシステムはレガシー・マイグレーション中であり、ミミでも
高信頼化か鍵となっている。
また、日本ではファジ一月ー論制御装置が、人間の運転;子ーよりもスムーズに地下鉄を走らせている。 fフ
ァジ一理論jと呼ばれる技術は、条件の「度合しづに反応するようにした平均化技術である。ニれによっ
てコンピュータは、条件が存在する度合いに反応を結びつける、測定された条件の程度に応じて反応を決
定するのである。これは暖味なシステムの制御をうまくこなし、部rliシステムの信頼性を高める鍵となる
かもしれない。
(8)コンピュータ・アーキテクチャ
数学者フォシ・ノイマシが考案した情報システムの基本原理を使わない場合どうなるか、とL、う研究カ1
ある。ノイマンのモデルではシステムの中心に中央i責辞装置が依置し、「アルゴリズムJと呼ばれる連続
する命令にしたがって演算する制御部がある。実は、大型汎用コンビュータのosのステップ教に匹敵す
る程の大きな応用ソフトウェアが、カーナピ、テレピ、携帝電話、情報家電等に組み込まれようとしてい
る。ら二のノイマン方式では、複雑に論理的Iこ混乱を引き起こす刺激に反応することは錐Lv¥.)しかも、チ
ップのサイズがどんどんノj、さくなっていくにつれ。同じ方式のアークテクチャを有するコシピュータチッ
プが都市環境の中にどんどんネットワークに持続された形で浸透していくのであるの人々はコンピュータ
チップと巨大な応用ソフトウェアが組み込まれた携帯屯話を持って歩くようになり、さらには、都市の建
物などや環境の中にもニれらが埋め込まれつつある。このため、組込みソフトウェアの開発量と危険度は、
猛烈な勢いで増大している。
大型のプログラムは fサブルーチンjと呼ばれる小さなプログラムを呼び出すことによって、ある程度
の柔軟性を持たすことはできる。しかしタスクが複雑である場合、プログラムはサブルーチンカらサブル
ーチシへと次々とジャシプして回るニとになる。すると処瑚が絡み合った状態が生まれ、プログラマーさ
え理解することも修正するニとも不可能になってしまう。し:かもコンビュータが計算を実行する命令は、
「機械コードJと呼ばれる一連のコードに分割することができる1:すiだけである。それに伴い危険は益々
I智大してt.‘くため、将来の都市システムのあり方が削われているのである。
この問題に付して現在、経験を通して自らの間違いを訂正し学宵していくプログラムをつくることを可
能とする、ナノテクノロジーによる革新的なコンビュータの研究が行われている。例えば、分子コンピコ.
ータは生物における情報処理のありょうを活かし、その生命化学的なプロセスをモデルにして新しい理論
を構築しようとしている。これは、ノイマン式のように細かいところまで全て予め設定して識別するプロ
グラムに比べ、はるかに効率が良く|官13.なプログラムで済むことがわかってきた 8↑。
c-Japan 1I構想が成功するための条例:としては、両信頼't生を実質的なものとして者li市システムを|琴構築す
安藤茂樹 f高信l阪情報都市の熔築を目指して」 33 
ることの重大さに関して、住民、政府、企業等法人の理解をいかに得るかが鍵となる。そっいった認識カら、
都市システムを信頼性の高い情報部市に再構築するための技術主要素を具体的に考察した。 21世紀の情報化が
進展した都市システムの設計におt.ては、「信頼性」をその主要コシポーネントとして組み込むことが重要
なのである l→すなわち、都市政策の一環として、社会的責任を考慮に入れた高信頼情報都市の構築のための
政策を，展開するニとが重要となる。それゆえに、デジヲル化されてl.く都市の将来ピジョンと、ぞれを実質
fじするための要素を、 21世紀の都市システムに組み込むニとを政策提案する。
現在、 2005年の目標達成を確実いする施策である加速化5分野のひとつに、セキュリテイ政策の強化カ:挙
げられているが、その主な内容は個人情報保護法の制定や不正競争防止法の制定、各府省庁共通の情報セキ
ュリテイ基準の叢定などであって、住民の住んでLる都市システムの高信頼化と Lミウ観点からのものになっ
ていないι
N.安全な情報都市に向けて
1 .情報都市のガパナンス
情報都市ガバナンスとは、「情報化時代における情報都市戦略の策定・実行をコントロールし、あるべき
方向へ導く組織能力」と、ニこでは定義する。ふれは、都市ーにおける政策や情報化投資などは都市のビジョ
ンや投資の目的をきちんと把握した上で付うべきであ i人戦略性をもたない都市計画に警鐘をJ!号らすために
生まれた言葉である。
ピジネスの世界では現在、大抵の業務はコンピュータシステムの利用に頼り、多くの情報はデジタルデー
タとして生成され保存されていると¥.-、つでもよt.，.¥c. プログラムやマニュアルといった著作物のほとんどは、
コシピュータシステムで作成・保存され、音深:ゃ映像の創作でもコンピュータシステムの支援に頼ることが
現夜、多くなっている。さらに、よれらのデジタルデータの特性を活かして地理的に離れた場所に分散して
パックアップを適切に行うよとで、地震災害等による情報の消失を防止することが可能であるc情報化は企
業の生産性と企業情報の管理の仕方、競争優位性と組織の継続性に影響を与えて¥，.るo
情報化の影響はビジネスだけでなく、さらには官と民の関係も変貌させつつある。例えば、情報通信基盤
が高信頼で高速で、大量のコンテンツを伝達できる情報都市においては、情報の伝達コストを劇的に引き下
げ、情報の偏りを小さくするロ情報を広く~有することによって、価値を高めるメカニズムが形成され、自
己決定による参加と自発的協力を基本とするインフすーマルなコ之ユニテイが創生されつつある。情報独占
型!の官僚組織に限界と綻びがみられ、分権的な意思決定を特徴とする市場メカニズムへの変化の傾向がでて
いる今このようなインフォーマルなコえユニテイが同境を越えて連携するとき、フォーマルな関係は相対的
に後退する。このことは、インフォーマルなコミュニテイが形成された都市では官と民が必ずしも公共と個
人を立味しなくなり、従来は同や向治体でしか行わなかったような公共的活動が、民においても可能になる
前兆であるかもしれなし、
情報技術の発速なくしては、情報都市は成立し得なレため、情報化か進んだ情報部市づくりに、情報部市
のガパナシスとIT統制が注目されるようになってきた。郁市の内外で起きている様々な謀題lこ対処するには、
これまでの制度では対応できなくなっていることが多l'" インデーネットは有用な効果を産業界にもたらし
たが、システム障害やシステムの不備をなくし、都市の情報システムを安全で安心なものにするためには、
高信頼性に関する情報システムの技術諜題を整理し、情報都市の環境統制と情報都市の要素技術を考察し、
制度を誇コーデイングする必要がある→l 特に、消費者がネ yトワークを介して購入する機会が増えた現代に
あっては、一般的な利用でもネットワーク・アプリケーションの安全性を線認できるように再設計すること
がて必要であり、一般消費者が情報セキュリテイの安全を正しく認識できる、情報セキュリティ上の安全を担
保するのに必要なシステムの設計が重要である。これらの要素を実際に活用するシステムが社会にうまく受
け入れられるよろにすることが、今後、重要になる c そのためには、情報都市空間に配置するシステムの要
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素をどう組みなおすと高信頼性が保証できるか、現場での実証実験を行い、効果の検証・分析・評価などの
データを蓄積し、それらを公開・共有することが重要となる。そして、技術マップを型新しながら全体のレ
ベル・アップを1;:(るのである。そのミとによる、産学連機やビジネス継がe1't、あるいは公共サーピス継続性
といった制点から享受できるメリットは大きいと考える。
新たな現実には、新たな対応が必要であると同様に、一部では郁rliの'Ii'i報化に「ガパナンスjが加わった、
「情報都市ガパナンスJの重姿性に気が付き始めている。情報都市のカ'パナンスが総，;命されてきたのは、同
や自治体の限界が認識されているからであるぞ例え;工、土屋大洋 [2000]はグローパル・ガパナンスが成宣
する 5 つの条 f~ーを挙げている。その条件とは、価値の転換、意思の存在、重層的な組織、情報の共有の 5 つ
であるとし、う!"。ょの5つの条件は、グローパリゼーションの現実に焦点をさiてたガパナンスの成立条件で
はあるが、グローパリゼーシヨンと情報技術の発展には宥接な関係があり、情報稲川iも情報技術の発展なし
には成立し符ないため、ふれらの条件に『情報システムの高信頼件Jを加えた6つの条件はまた、情報都市
に焦点を当てたガパナンスの成立条件となり得るかもしれなL、都市問題の発見とそれに伴う今後の制度を
見直すとき、「情報システムの高信頼性jをガパナシスの成立条件に加えるニとを舵案する。
2.情報プラットフォームの構築
ニれからの者|叶fの優劣は、デジタル情報をi舌片jするプラットフォームの構築にかかってくるであろう。も
のづくりでいえば、高i圭通信網を活用して顧客とのインターフェースとなる拠点を、 l世界各地に設ける ζ と
ができる;， Ilt界中のどこにおいてでも設計できるようにな旬、自社では製品を持たず、顧千平企業からの製造
委託を中立的な立場で受ける事業体でものを製造することができる。これによりデジタル製品のように寿命
が短く、次々と新機能が要求される応用分野に迎合した仕組みをつくることが"f能となる101。
また、 ïlì1~サービスでいえば、シンガポール政府はあくまでも市民の使い勝干を lRm した、デジタル・サ
ーピス fcシチズンjという卓起したサーピスを行っている川。このように1UI!:の使い勝手を近視したデジ
タル・サーピス・プラットフォームを構築することが重要で、あるし、大学など外部のパートナーを活用する
ことが、 21世紀の都市システムを創る鍵となると思われる。
我が同では、 2003年8月に fe-1APAN重点計画2ω3J、2004年には ru-Japan政策Jを俗げ、 20031f12月か
ら、 f地域における情報化の推進にi刻する検討会Jを限定したメンバーで開催している。しかし、その内容
は縦割りの弊害が続いたものとなっている(田畑晩生 [2005])可能性があるし、技がI!lの「電子自治体J
政策は同からの一方的な押し付け(自治体情報政策研究所 [2005])ではないかと L寸批判もある c ビジョ
ンを実現させる「実質的なものJの議論は少なく、住民の使い勝手という視点からの、やさしいサービスに
はならないおそれがある。では、都市がアナログカらデジタルになるニとは、実際にどういう意味を持つの
か、それが都市に長期的にどういう影響を与えるのか、これらについて研究を進め、現在の宮川iを取り巻く
環境は非常に変化が激しくなっているため、実際、ぞれらの研究の一部を都市に組み込んでアクショシプラ
ンを推進して~. <必要がある。
3.アクションプラン
21世紀における都市システムにおいては、市民に影響を与えるような公的組織における社会的責任と、そ
れを担保する I':j信頼組織、高信頼情報システムの情築が重要となる。 2005年7n t.:金融庁は、「財・務報告に
係る内部統制の評価i&び監査の基準(公開草案)Jを発表した。 ITのj古川は|人1/11統ilJの基本要素であると定
義し、内部統制を財務報itの信頼性を担保するために必要なものとしている。また、指liliシステムの重要な
構成員となる通信サーピス事業者、病院、金融機関等の公共サービスや、政府・地}j公共|川本等における情
報システムがシステム障害を起こさないよう、内部監査の強化が叫ばれている。特に、インターネット接続
事業者 (ISP)のような、災害時などに通信アクセスが集中した場合やシステム|取得時にも通信を維持する
ような一速の安全対策と管理体制に不備がないかを経営陣が把握し、転先する仕組みを持っていることが求
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められる事業者を対象にした「通信の安全管JlRのための新たな認証制度」の創設は火急の課題となっている。
このような状況下で、監査の一環としての外部者によるシステム監査への期待はますます高まっている。
外部者によるシステム監査とは、情報システムのリスクに対するコシトロールを経営者がモニタリシグし
て報告する情報の信頼性を第:~・が検証して、その結果を監先立見として報;うするものである。その際に、
監査意見を公表するものを保証明システム監資と呼ぶ。そのための有効な制度づくりと、企業等法人の社会
的責任のコンセンサスづくりには課題が多いが、今後の蓄!i市システムに大きな影響を及ぼすと思われる。そ
のためには、「システム監売の法定化Jといった具体的な方策が必要である。
しかし、 J比在のシステム9}:，:1f.制度はユーザの衣場に立ったシステム保証の手続きゃ報告に重点がi伐カれた
ものである。このため「舗を杭的改善Jやシステム不良の I是正処罰JI子防処í~りに|羽する具体的方法論は、
企業側の自主性に頼っている。システム障害がゼロに近づくための方法論、システム障害が起きるニとを前
提にしたシステム障害の~(J~系管理.と緊急時のプロセス管理、システム保全の実践的研究が重要となる。図
5は、そのためのアクションプランを示したものであるo
ピジョンは、実質的合理性を備えていなければ安定しえないため、行政機関はビジョン策定の後、「実質
的なものjの内容を、!よく0:1亡に公開するとともに、説明責任を白うと考える。また、システムIJ日発者しか
知 i)得ない社会的影響度が大きい欠陥や危険などを社会とコミュニケートすることも必須となる。ニれらを
公開し、説明責任を有する ζとは開発者の社会的責任と考える。地j或の牛.活を脅かす事件や被害を粍減し信
頼性の高い都市にするためには、法制而だけでは達成するよとはできないため、この高信頼な情報部市シス
テムの研究を加速すること、システム開発者しか知 i)得なレ社会的影響度が大きい欠陥や危険などを社会と
コミュニケートするニと、システム監霊長の法定化を急ぐこと、よれらは日本列島令体に広く展開していくべ
きであると考える。
戦略項目 1l.J 容
ピジョン策定
①現在から将来へのfli市ビジョンに盛り込むべきと思われるものを議請し、そ
れを行政・地方自治体と住民が共有する
アクション ②↑Iti討i都市戦略プログラムをとりまとめる
計jlhj ①実効性ある研究のための場づくり制度を創生する
3た. ④研究開発戦略のねを・般に明示する
質 ⑤尚信頼情報都市システムの将来展望がつかめそうないくつかの研究を加速さ
自り
せる
-システム障害を，ji提にしたシステム障害の妥国系特.fIIt
な . ~~~急時のプロセス管理
も -システム保全の実践的研究
の 法制面 ⑥外部の第三者による法定システム監先制度を創設する
-保証型システム監1f:
「継続的改善J「是正処置Jr r-j:}j処置jなどにl対する只ー体的方法論
図 5:高信頼情報都市づくりのためのアクションプラン
V. あとがき
ブロードバンド時代における都市空間をどう建設するかは、 211;紀の日本がかかえる最大の間出である。
企業等法人l立高信頼な情報システムを構築しサービスすることが、情報化社会μおける社会的責任であると
認議する必要がある。行政は、居住者や消費行の立場に立って、将来の都市のピジョンと実質的なものを話
し合い、それを居住者やm'f~!'i.と共有する必要がある今
本研究でほ、まず情報化環境における危険性と脆弱性を指摘し、デジタル化されてし、く都市の将来ピジョ
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シと、それを実質化するための将来の技術要素について提業したご特に、翻)iliが産業型から情報明lこ急速に
変わっており、その都市システムを信頼性のf~G\')情報都市(':1存情築するための技術要素を具体的に考察し、
j![未来性会において解決すべき本質的な訓山とその解iよーをゆjらカ白にした。 Jl{Eの我々の居住問はあくまで、
「経消t'U と「効率」を追究した20t!上紀の産業都市~!のものである。それをどのように変えるかは、設々が
どのような居住空間に住みたしカ・の問題である。今後、情報白1;市におけるIT統制の日標、情報都市とビジネ
ス、情報初;市と創造性についてなど、現代の情報部市のあ 1)}jとその本質的なものに関する研究を進めてト
きたいと思っている合
[注1
1) Pcrrow [1984] 1主、「システムの規模がI待たし、ぞれが果たす倹能の主主が増えればI曽えるほど、またシステム相互の
結びつきが深まれば深まるほど、会ステム IIIJ に ~I:. じる相互作IJI はますます見通し錐く、かつ予期せざるものになり、シ
ステム[止ますます事故を起こしやすくなる c Hlifiなシステムはリスクをまったくf'I'うことなくその改変に消手すること
などできなく、巨大な技術装置を改善するよとによって‘リスク1!l.i監という意味での'li:全性を確保できるだろうなどと
期待する ζとはできな¥， loC つまり、過剰な線形1'1を忽をしてLゐては、解決されなしJと主援してレるゥ
2 )総務省「ユピキタスネ y ト社会の実現に向けた政策懇談会」で'J~胞した生活者アンケート (2004年 12J )によれば、
2010年に向けて日本が取り組むべき社会的 I~~U岨の i二位には、「安全・安心な生活環境の実現J rエネルギー問題の解決j
|患者'1'.['、の医療サー ビスの充実Jr循環別代会・環境共生射性会の構築Jr高齢者・附答者の生きがL、づくり・社会参
加の促進Jなどがあげられているc
3 )小休 [2∞5]，立、「日本の企業の長期嵯1は新技術導入への低抗を小さくし、企業UIJシステムは長期的な取引関係が
重要であり、多用な情報がやり取りされる信何iとし寸基盤の上に".i'I~ t'f問の協力関係の形成の上に形成された竺戦後の
日本企業は、この新技術と企業問システムがJJ;(動力となって、 lklUl)fI¥f日など、本来行政が提供すべき弘，i~l:のかなりの部
分を肩代わりしてきたjと分析してしるn
4 )伝1 [2∞5] ，主、「社会公共性の高L情報システムにおいては、その安全性に対する対策不足がトラブルを引き起こ
し、企業等の存続を危うくするばかりか社会的資If:や法的責任をI!IIわれることになりかねなし~ニの4二とから、これま
でのような情報システムのj，J頼性や安全門ーを{umずる監査カら、 ー験踏み込んだ・1，'iWシステムの社会的({(f:を担保する
監査が求められるのである」と主張している。
5 )中尾 [2∞5]，立、「巨大な応用ソフトウェアをI>>J発するためには、 ìt処を :1とめられるであろう犠#な・J~態を証券取引
所などの使う側が考え、ソフト作成者側に要求しないといけないが、全てを想定するよとは不可能に近¥， .(";一二れらのシ
ステムi布;1;:，ム技術的なブラァクボックス文化が、この201fIlJのコンピュー夕、ソフトの発展1.:よってみ数に進んでき
たためであるlと述べている 3
6 )組込みソフトウェアの実行モジュールのサイズは、 DVDカーナピが約50!vIB (300 }jfj) 、日iVisionテレビが約8~1B
(印万fil、Ja¥'a対応携帯干電話が約41¥1B(筑lO7Jfr)の開発規模である c
7)日本から外国へのソフトウェア発注金額
( !ji.(，): : I'i}j円)
2oo2iド 2()(rl{1ミ 20()<J{下 H両~I!I'比(%) I 
中~J 9，833 26，280 33，241 126 
ベトナム 30 ao 216 720 
その他 10，388 22，650 19，240 85 
Zt為~ df 20，251 48，960 52，697 108 
*'tlj"Hiソフトウェア人材育成とソフトウェア輸出を1t策として制定している。
出典:111*宣言治 (2冊5) fH *の情報サービス産業と目立ソフトJ.大阪市立大学大学院創造
沼市研究科システムソリューション分野、ワークショップ資料
8) DNAの分子反応を利11する分子コシビュータにi¥if算させるニとは、すでに実験的(..:，;t成功している。米凶の研究グ
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ループでは、受信した情報の i~i算の結果なにをどうすればよ L 功、と~ ，う判断機能を持つナノコンピュータのIlII発を日指
している。殺が回でも日立製作所の基礎研究所など多くの研究機関で、分子コシピュータの主主従研究が行われてしる。
9 )土原 [2001](ムグローパル・ガパナシスが成立する条件として「様今な価値観を受け入れるf耐i島援の転換Jr公係
性に基づいて新たな秩序を校栄すると Lι う意思の存u:Jr~ ，ろいろな組織で一つの|昔J :.'iiを論じ(if: 見の集約ができる取略
的な制度Ji多くのアクターが窓思決定・合怠形成に参加するための情報の共有jの5つを挙げているι そして、グロ
-./¥ル・ガバナシスは、多大な.:r..ネル平ー を要すると迩べている。
10)川本 [2005Jl;t. r業界際準のライプラリーや設社ツ-11，.、マニュアルさえ用意すれば、どこでも設計できる主うに
なi)、ぞれをファウンドリー(1]社では製品を持たず、顧客企業からの製造委託を'1'立的な立場で受ける事業)で製造
することができる。デジタル製品のように164Hが短〈、:欠+と flr機能が要求される応川分野に適合した仕組みを台湾(;t
推進中であるJと注べている。
11) ;...ンガポール政府は卓越したサーピスをiってL・る u 例えば、 .JI越しの準備ができた段階で、 fi¥love Hou，cj としーう
情報パ yケージにアクセスすれば、電話、ケープルチレピ、 'ifi;'t.水道などの申請が可能であり、役所や量j;便局への通
知まで仔えるなど‘住民からの悦点から見た卓越した情報サービスを開発して、世界抗先端の制緩都iliシステムの建設
を、シ〉ガポール政府は同家戦園長として.Ilti位している，
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